
平成３１年３月２２日

和光市告示第６５号

朝霞市・和光市ごみ処理広域化協議会規約

（設置）

第１条 朝霞市及び和光市（以下「両市」という。）は、朝霞市・和光市ごみ広域処理に

関する基本合意書に基づき、両市によるごみ広域処理（以下「事業」という。）に関す

る事項について協議するため、協議会を設置する。

（名称）

第２条 前条の協議会の名称は、朝霞市・和光市ごみ処理広域化協議会（以下「協議会」

という。）とする。

（所掌事務）

第３条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。

⑴ ごみの共同処理に関すること。

⑵ 事業の実施主体に関すること。

⑶ 事業の経費の負担割合に関すること。

⑷ 事業に係る調査及び検討に関すること。

⑸ 前各号に掲げるもののほか、事業に関すること。

（組織）

第４条 協議会は、朝霞市長、和光市長、朝霞市副市長及び和光市副市長を委員として組

織する。

（会長）

第５条 協議会に会長を置き、会長は、ごみ焼却処理施設の建設地の長をもってこれに充

てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が

その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。

２ 協議会は、３人以上の委員の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の合議により決するものとする。

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて意見若しくは説明

を聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。



（調整会議）

第７条 会議に付すべき事項について協議し、又は調整するため、協議会に調整会議を置

く。

２ 調整会議は、朝霞市の副市長、市長公室長及び市民環境部長並びに和光市の副市長、

企画部長、市民環境部長及び市民環境部統括技術監を委員として組織する。

（事務局）

第８条 協議会の事務局（以下「事務局」という。）は、和光市役所（和光市広沢１番５

号）内に置く。

２ 事務局の庶務は、和光市市民環境部資源リサイクル課ごみ処理広域化プロジェクトチ

ーム（以下「チーム」という。）が行う。

３ 朝霞市は、同市の職員を和光市に研修派遣するものとし、和光市は、当該職員をチー

ムに所属させるものとする。この場合において、当該職員の勤務条件等は、別に定める。

（経費の負担）

第９条 協議会の運営に要した費用は、和光市が負担する。

２ 前項の費用以外の事業の実施主体確定前の計画策定等に要した費用（次項において「

計画策定等費用」という。）は、両市が均等に負担するものとする。

３ 朝霞市は、前項の規定により負担することとされた計画策定等費用の額（その額に１

円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を和光市に負担金として支払うもの

とする。

（協議会の解散）

第１０条 協議会は、事業の実施主体が確定したときは、協議会の決議をもって解散する。

（委任）

第１１条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員が協議

して決定する。

附 則

この規約は、平成３１年４月１日から施行する。


